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新潟県中越地震の活動概要 

長 岡 市 消 防 本 部  

大 勝 道 里 

長 岡 消 防 の 対 応 と 活 動 

長岡市の位置図 

長 岡 市 

見附市 
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旧長岡消防管内図 

小千谷市 

山古志村 

栃尾市 

消防本部・消防署 

川崎出張所 

宮内出張所 越路出張所 

関原出張所 
新町出張所 

震災時長岡消防の警備体制 

救 急 車        ７台 ポ ン プ 車 １３台  
はしご・救助車等 ５台 その他の車両１２台 

職員数１９５人 当日の警備人員５５人 
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午後５時５６分  

M６.８ 最大震度７ 

 
大きな災害は 

火災２件、救急一日最大で１２７件、救助２件 

 

平成１６年１０月２３日 

新 潟 県 中 越 地 震 発 生 

長岡消防の応援要請 
◆ 消防災害対策本部を設置 
     １０月２３日 １７時５６分（地震発生） 
        消防本部庁舎３階講堂に設置 

◆ 新潟県広域消防応援要請                        
   １０月２３日 １８時３６分              
   消防無線で新潟市消防局に要請 

◆ 緊急消防援助隊出動要請                
   １０月２３日 １９時２０分           
     新潟県が総務省消防庁に要請  

発災害直後の指令室 発災直後の災害対策本部 
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長岡消防の受援状況 

受援隊名 延べ隊数 延べ人員 

緊急消防援助隊     １７６隊     ７００人 

新潟県内応援隊      ８０隊     ２６６人 

合    計     ２５６隊     ９６６人 

※ 緊急消防援助隊の県内全体          
４８０隊、２，１２１人が１０日間の活動に従事 

（１０／２３～１１／９までの１７日間） 

ハイブ長岡駐車場に集結した神奈川県隊 
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火 災 現 場 

 

上越新幹線脱線現場 
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濁沢町火災・救助現場 

火災６軒焼失 

地すべり 
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濁沢町の土砂崩れ現場 

要救助者２名発見場所 

要救助者２名発見場所 
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妙見町の土砂崩れ現場 

大型トラック(8ｔ車) 
男性１名（38歳） 

普通乗用車   
男性１名（58歳） 
女性１名（51歳） 

皆川家族の車両
の場所 



資料 ７ 



資料 ７ 

まとめ 

新潟県中越地震の特徴（その１） 

① 中越地方一帯は、日本有数の地滑り地帯で柔らかい地質のた
め、強力な揺れにより地盤が動き、住宅被害や道路被害が多く
発生した。 

 
② 震度が大きく余震が続いた割には、座屈倒壊家屋が少なく、倒
壊家屋での救助活動が無かった。 

   ○濁沢町と妙見町の地すべり現場以外は、大規模な救助現
場はありませんでした。 

 
③ 地震発生による火災が ６件と少なかった。 
   ○ 建物火災全焼は１件で、地震又は地すべりによるものでし
た。（濁沢町） 

   ○その他は、比較的規模が小さい火災で終わりました。 
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新潟県中越地震の特徴（その２） 

① 救急出動件数は、発災当日は42件、翌日が最も多く１２７件、次いで
３日目の２５日は９７件、その後徐々に減少した。 

② 地震による負傷者数は１０１人で、７５％が軽症であった。 

③ 病院の被害が少なかった。 

  

（参考） 

  震災の１週間前に、長岡赤十 

字病院と長岡消防が、合同で地 

震を想定した大規模な訓練を実 

施した。 

  このこともあり、病院から本番 

は非常にスムーズに対応できた 

という話もありました。 
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長岡市隊 新潟県内応援隊 緊急消防援助隊

教訓により講じた消防の対応 

① 携帯無線機や衛星電話を整備した。  

   情報収集能力を高めるため、消防団分団長以上に携帯無
線機を配備した。また、山間地での無線不感地帯対策として衛
星電話を整備した。 

 

② 消防本部庁舎を免震構造とした。 

   地震発生から6年後の平成22年に、新庁舎が完成した。 

 

③ 緊急消防援助隊受援計画及び各種マニュア
ル等の見直しを図った。 
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災害を経験しての教訓や反省（その１） 

① 他市町村の被害状況を把握し、近隣市町村同士が連
携し助け合う必要があった。 

    

       消防は市町村単位。 
    各市町村の災害対策本部は、自分の市町村しか分からない。 
    災害状況、自衛隊の動き等情報の共有化はできないか。 

 
 
② 初動時の情報把握は、上空からの映像が一番である。 
    
    リモコンヘリの活用・・・市町村が持てる低価格なもの 
 

災害を経験しての教訓や反省（その２） 

③ 重量物等障害物の除去は、重機を活用する。 
      
    重機の保有と運転者の育成 
      （重機が持てず運転免許だけでは、 
      人が中にいる災害現場活動は難しいのでは？） 
 
 
 

④ 消防応援隊の指揮は受援した消防本部が執る 
  が、国、県、警察及び自衛隊が関係すると、どの 
  機関が指揮をとるのかはっきりしなかった。 
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終わりに 

 
① 震度５強以上の地震は、大規模災害となり、活動
広範が広く、地元消防だけでは対応が困難です。 

 

② 広域消防応援体制がいかに重要かを痛感しまし
た。 

 

③ 消防、警察、自衛隊等合同の活動になっても、地
元消防で指揮が執れるよう力をつけ、また、応援側・
受援側の両面からの立場で、迅速な対応ができるよ
う、日頃から心掛けております。 

 
＜以上で終わります。ありがとうございました。＞ 


